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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

No.030 ㈱栃木ロジテム 【輸送モード：トラック】 

「厳しい品質への要求や、各種の認証、顧客による監査を活かし、品質維持、向上を実現する」 

１．概要 
企業情報 

所在地 埼玉県南埼玉郡宮代町川端 4 丁目 13 番 25 号 創立 1968 年 
年 商 17 億円 人員数 125 名 (正社員 112 名) 資本金 1,000 万円 
拠点数 本社及び本社事業所、南栃木支店、

宇都宮通運支店、水戸支店の計 4
拠点 

車両等 90 両 10ton 以上：58 両 
10ton 未満： 4 両 
8ton 未満 ：28 両 

事業内容 貨物自動車運送事業、貨物運送取扱事業、鉄道に係る貨物運送取扱業、倉庫業

他 
輸送品目 食品、自動車関連部品、日用雑貨他 
取引先 食品関連、自動車関連企業他 

 
組織的安全マネジメントの特長 

取扱製品に関する官庁、荷主、顧客、グル－プによる厳しい監査や ISO9001 や G マーク認

証の監査を積極的に活かすことが、安全、品質の維持・向上につながっている。 
前社長は、コンプライアンス、安全を重視し、ISO、安全性優良事業所(G マーク)の認定取

得に向けたプロジェクトを立ち上げ、自ら週 1 回の品質、安全に関する研修を行うことで、

全社員への浸透を図った。 
年間の事故事例をまとめた事例集は、ただ配布するのではなく、個人名の宛名をつけ配布し、

各事例に対し、「自分ならどうするか」のコメントを記入させた。これらをさらにとりまと

め、分析した結果を、再度ドライバーへフィードバックした。 
調査者所見 

鉄道出身の前社長の“コンプライアンス”、“安全”に重要性を重んじた理念を現社長が継

承している。良い意味で厳しい荷主の要求やグループ会社の方針に真摯に対応することで、

品質向上に努めている。公道を利用しての事業であることから、輸送の安全確保が貨物自動

車運送事業の絶対条件であり、顧客への最大・最良のサービス、社会・地域への貢献を目指

した事業運営を実践していることが伺えた。 
また、今回訪問した際に社員の挨拶やマナー、きれいに整理整頓されている現場を拝見す

ることにより、各種認定の取得、監査を受ける中で、社員各人がスキルアップを図り、東武

グループの一員として、預かった荷物や働く人の安全を考えた業務が実践されている姿勢を

感じた。 
調査情報 

調査日 2009 年 11 月 20 日 訪問先 本社事業所及び車庫 
対応者 代表取締役社長、取締役総務部長兼南栃木物流支店長、総務部管理課長 
（注）企業情報等の内容は調査日を基準日とした内容である 
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２．会社の概要、創業からの成長経過 

東武鉄道、東武運輸(株)のグループの一員として、昭和 43 年に東通サービス(株)として

設立され、ビールの輸送作業等を開始し、平成 12 年に現在の(株)栃木ロジテムに社名を

変更した。その後、平成 15 年に東武運輸(株)の地域別社化により、栃木支店、宇都宮通

運支店業務を受託。平成 20 年に東武運輸(株)の委託先変更により栃木支店を返納し、平

成 21 年に水戸支店を受託した。 
平成 15 年の分社化は、各ロジテムが分社化されて互いに競争力を高め、それぞれの地

域に密着した細かなサービスを目指すことを目的としたものであった。 
平成 12 年の現在の社名に変更前に、群馬の大手ビール会社が撤退するなどの情勢変化

があり、営業戦略の変更を余儀なくされ、平成 12 年 3 月に本社事業所の設置のもと、現

在の輸送と保管業務が今日の業務運営の礎となっている。 
東武グループとしての安全、品質向上に努めることで、荷主にも恵まれ、良い意味で

厳しい要求に真摯に応えることで、常に優れた品質の運送・保管・荷扱いを提供するた

めの継続的な改善が図られてきた。「顧客第一主義」でお客様の満足に貢献するため、ま

た、法令遵守で社会に貢献することを目標に、今日までの堅実な経営が行われている。 
 

 

３．トップの考え方 
世間の目が一層厳しくなっている環境のもと、お客様も安全・品質に対して厳しい管

理を行っている。今日があるのも、お客様が厳しいことにより、良きパートナーとして

一緒に成長することができたことと考えている。 
輸送の安全の確保は、貨物自動車運送事業の絶対条件であり、お客様への最大・最良

のサービスであると考えている。 
また、公道を利用させて頂き事業を営んでいることから、安全等の公共への配慮に重

点を置き、鉄道のコンプライアンスの理念を取り入れて実行しており、当たり前のこと

をしっかりと実施することが大切であるとの理念のもと、東武鉄道、東武運輸のコンプ

ライアンス精神に基づき、日々、社員の安全・品質・環境意識の育成、向上に努めてい

る。 
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４．組織的安全マネジメントへの取り組み 
Ａ）トップのコミットメントと行動 

ポイント CL 項目※

◆前社長は、コンプライアンス、安全を重視し、ISO、安全性優良事業所(G
マーク)の認定取得に向けたプロジェクトを立ち上げ、自ら週 1 回の品質、

安全に関する研修を行うことで、全社員への浸透を図った。 

Ａ１、Ｂ１

、Ｃ２ 

◆お客様主催の安全会議にも現場や他社の情報を得るためにトップ自ら率先

して参加している。 
Ａ１、Ｂ１

※CL 項目とは、組織的安全マネジメントチェックリストの項目である。項目の内容につい

ては「７．組織的安全マネジメント チェックリスト自己評価結果」参照。 
 
・お客様主催の安全会議にも現場や他社の情報を得るためにトップ自ら率先して参加して

いる。 
・社長自ら、自社の車両を見かけた時は、後を走って走行状況を確認することもある。 
・前社長は、コンプライアンス、安全に重要性を重んじ、営業戦略の 1 つとして平成 15 年

に ISO9001 の認証取得に向けてのプロジェクトを立ち上げ、週 1 回の品質、安全に関す

る研修を行い、トップ自ら率先して全社員への浸透を図ったことが、かなりの意識向上

に効果があった。 
・現社長も前社長の意志を引き継ぎ、社員の安全、品質、環境意識の向上を目指している。 
・安全対策に家族の協力は不可欠であり、毎月「品質ニュース」を給与明細と一緒に家庭

に配布しており、会社に関する家族への情報提供や安全等への取り組みに関する理解と

ご協力をお願いしている。 
 
 
Ｂ）マネジメントシステム 

ポイント CL 項目 
◆各認証に関する審査機関の審査や、取扱製品に関する官庁、荷主、顧客、グ

ループによる監査により、年に４～５回の監査を受けており、これらに対応

することで会社の安全、品質の維持、向上を図っている。 

Ｂ２、Ｃ２

◆取扱製品に関する官庁、荷主、顧客、グル－プによる厳しい監査や ISO9001
や G マーク認証の監査を積極的に活かすことが、安全、品質の維持・向上

につながっている。 

Ｂ２、Ｃ２

◆点呼は 24 時間体制で実施されている。アルコールチェッカーについては、

規定を超えた数値が出ると、瞬時に管理者にメールが届くようになってお

り、管理者が安全、品質に積極的に関わる姿勢を示すことにつながっている。 

Ｂ１、Ｂ３

、Ｄ５ 

 
【人事・マネジメント関連について】 
・平成 15 年に ISO9001 の認証及び、安全性優良事業所(G マーク)の認定を取得。 
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・平成 19 年に運輸安全マネジメントを導入した。 
・各種の認証を取得していることから、各認証に関するものをはじめ、取扱製品に関する

官庁、荷主、顧客、グループによる監査なども含めると年に４～５回の監査を受けてお

り、これらも会社の安全、品質の維持、向上に役立っていると考えられる。 
・各社員から意見の出易い職場風土作りを目指している。 
・安全、環境を考慮した運転は、乗務員によってはフラストレーションが溜まる可能性も

あり、溜まってしまうと業務に影響を及ぼし兼ねない。 
・風通しの良い職場であってもポイントを押さえた管理、指導は必要である。 
・自車と同様の運行管理を行っており、顧客に調査票を配布して傭車先に関するアンケ－

トも行い、安全、品質の維持向上の協力をお願いしている。 
・平成 15 年の地域別分社化に伴い、社員の給与体系も事業の独自性に合わせて一部歩合制

を採用している。 
・無事故手当てを出しており、東武運輸の安全大会での表彰が行われている。また、デジ

タコによる半年ごとの評価結果を賞与の査定に考慮している。 
・デジタコによる査定は、給料への評価の透明性を図ることに活用でき、社員の納得も得

やすい。 
【安全に関する費用について】 
・デジタコを平成 14 年から 15 年にかけて導入し、現在約 70 台の車両に設置しており、Ｇ

ＰＳ機能も付けている。 
・平成 12 年から東武運輸のスタンダード品質として、エアサス、バックアイカメラ等の導

入が行われており、デジタコもその一環として導入された。 
・顧客への営業対策のためにも、万が一の対応のためにタイムリーに情報を入れられるよ

うに、夜間も 2 名体制による点呼等をはじめ傭車も含めた運行管理が行われており、IT
点呼の実施体制も整備した。 

・平成 18 年より飲酒運転根絶宣言を実施しており、各社員全員が書面に署名しており、精

度の高いアルコールチェッカーが平成 20 年に導入され、超過数値が出ると管理者にメ－

ルで発報されるシステムが構築されている。 
・今後は、ドラレコの導入も検討している。 
・近日中に運転乗務員の負担軽減のために、車両洗車機が導入される予定である。 
 
Ｃ）教育訓練制度 

ポイント CL 項目 
◆平成 15 年の ISO9001 の認証及び安全性優良事業所(G マーク)の認定取得作

業は、安全品質の向上に役立ち、徐々にスキルアップしていった結果による

ものである。 

Ｃ２、Ｂ１

 

◆事業所別に運転者の点数ランク付けを行っており、デジタコの導入によって

運転者同士でのディスカッションも増え、安全の向上効果が生まれ、現在は

全運転者がＡランクになっている。 

Ｃ２、Ｂ３
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◆年間の事故事例をまとめた事例集は、ただ配布するのではなく、個人名の宛

名をつけ配布し、各事例に対し、「自分ならどうするか」のコメントを記入

させた。これらをさらにとりまとめ、分析した結果を、再度ドライバーへフ

ィードバックした。 

Ｃ５、Ｃ３

、Ｂ３ 

 
【採用・新人研修関連について】 
・新人乗務員は、3 カ月の試雇期間の中で、ISO、G マーク等も含めた 6 時間の座学を行っ

た後、実技指導が行われる。 
・運行管理者をはじめ、配車担当者 2 名と指導乗務員である班長が指導を行っている。 
 
【乗務員の研修等について】 
・年１回、運転者、作業係、事務職の全社員参加による安全研修会(座学と実技)が実施され

ている。 
・また、運転者、フォークリフトなどの業種別研修が、年間計画に基づき外部研修も含め

てほぼ隔月に実施されている。 
・班長教育に関する特別な研修プログラムは特になく、OJT による育成やスキルアップに

より、本人自身が意欲のある者が班長に選出されている。 
・平成 15 年の ISO9001 の認証及び安全性優良事業所(G マーク)の認定取得作業は、安全品

質の向上に役立ち、徐々にスキルアップしていった結果によるものである。 
・省燃費等の効果の期待もあってデジタコを導入したが、安全対策に効果が上がった。 
・これまでのアナログでは見えなかったものが、デジタコ管理によって運転状況を把握し

やすくなった。 
・デジタコの導入により見える化が可能となり、各社員の安全、環境意識が高まって積極

的な意見が上がるようになった。 
・事業所別に運転者に点数によるランク付けを行っており、デジタコの導入によって運転

者同士でのコミュニケーションも増え、安全の向上効果が生まれて現在は全運転者全員

がＡランクになっている。 
・デジタコの導入により、運行の発着時の管理者と乗務員とのディスカッションも多くな

り、安全、環境意識の向上効果が生じた。 
・点呼時もディスカッションが多くなり、健康状態に関する話題から産業医に相談して持

病が見つかり、早期治療することができたことから、家族から感謝された事例もあった。 
・各社員個人名の宛名を記載した資料を配布して、事故事例を掲載した資料には「自分な

らこうする」の欄を設けて、班ミーティング等で各人が発言をしやすいようにする工夫

なども行っている。 
・また、回収された上記資料の回答は、会社で分析・整理して「まとめ」として社員に再

度配布され、指導されている。 
 



 6

組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

Ｄ）現場管理 

ポイント CL 項目 
◆安全の基本として、点呼は 24 時間体制で実施し、アルコールチェッカーは

異常値が出ると、瞬時に管理者にメールが届く。深夜であっても即対応する

ことで、ドライバーに重要性を認識させている。 

Ｄ１、Ｄ５

◆班活動に特に決められた時間はなく、適宜作業に合わせて班ミーティングが

行われており、緊急性のある伝達事項や事故再発防止に向けた活動が行われ

ており、各個人に署名してもらうことにより、認識意識を高めている。 

Ｄ１、Ｃ３

、Ｃ５ 
 

 
【日常業務等について】 
・違反行為の摘発等を受けた場合は、運転者はもちろんのこと、事務員、作業係でも報告

しなければならないことになっており、毎年その内容が集約、把握されている。 
・毎月特定清掃日を設けて、職種別に全員参加による清掃活動が行われている。 
・安全の基本として、24 時間体制で点呼を実施できる体制を構築している。 
・アルコールチェッカーで規定を超えた数値が出ると、深夜であっても、瞬時に管理者に

メールが届く。管理者は深夜であってもこれに対応する。 
 
【小集団活動について】 
・平成 14 年から班制度による小集団活動を行っており、現在 8 班あるが、現場の実情を踏

まえて 6 班体制への移行を検討中である。 
・班員は、定期的に入れ替えするなどの見直しも行っている。 
・班活動に特に決められた時間はなく、適宜作業に合わせて班ミーティングが行われてお

り、緊急性のある伝達事項や事故再発防止に向けた活動が行われており、各個人に署名

してもらうことにより、認識意識を高めている。 
・社内全体会議の内容は、統括班長を通じて各班長から班員に連絡され、その逆の流れが

ボトムアップ体制となっている。 
・班活動の報告書は、毎月 1 回、各班長、副班長、管理者、衛生管理者が出席する品質会

議に提出される。 
 
【情報や会議、外部との連携について】 
・運転者、作業係、事務職の全社員参加による安全研修会が年１回実施されている。 
・東武運輸全グループによる安全大会が年１回実施されている。 
・品質会議が毎月 1 回(1 時間半位)開催されている。 
・県トラック協会主催の運転者事故防止講習会や自動車安全運転センター等への外部講習

の活用のほか、管理者向けの研修も活用している。 
 
 
 



 7

組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

５．顧客や取引先との関係 

東武鉄道が制定した会社統制によるグループ監査が行われており、年々ハードルは厳

しくなってきており、グループとしての安全、品質向上対策も盛んに行われている。 
同じグループ会社同士では、走行マナー等が悪い系列車両を見かけると即座に当該車

両の社長に直接、状況連絡の電話が入ることもあり、これらの活動もグル－プ同士での

安全、品質向上に活かされている。 
輸送到着地では、荷主によるアルコールチェックが行われている所もあり、ひっかか

ると荷卸ししてもらえない指示を受けるなどの厳しい管理のもと、会社と本人自身を守

るための重要な遵守事項として、社員への飲酒運転の根絶を徹底している。 
また、顧客に調査票を配布して、傭車先についてのアンケ－トも行い、安全、品質の

維持向上に協力を頂いており、逆に労働時間の管理面から、荷受け待ち時間の短縮化な

どのご協力も頂いている。 
 
 

６．安全に関係する実績データ 

【交通事故発生率】 
大きな事故は発生していないが、昨年は接触、追突事故など 9 件が有責事故として発生

している。有責事故発生件数及び事故発生率は下記のとおりである。 
平成 19 年は 3 事業所体制であり、平成 20 年は 2 事業所であったが、平成 21 年には、

3 事業所体制に再編されている。 
 

事故件数は、下記のとおりである。 
年 事故件数(件) 走行距離:約(km) 交通事故発生率(件/10 万 km) 

平成 20 年 11 3,000,000 0.36

平成 19 年 10 4,000,000 0.25

  計算式：事故件数÷走行距離×10 万 km      
 
平成 21 年現在では、走行距離 3,569,000km に対して、現在有責事故件数 4 件であり、

事故率 0.11 件/10 万 km の状況であり、改善の方向になっている。 
事故件数の減少化は、前社長のコンプライアンス、安全に重要性を重んじた考えが、

社員意識にやっと浸透してきた結果と管理者の常日頃の弛まない指導の結果と考えてい

る。 
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７．組織的安全マネジメント チェックリスト自己評価結果 

区分 項目 評価

Ａ 
トップのコミット 

メントと行動 

Ａ１ 行動見本（現場巡回） － 
Ａ２ 経費予算配分 ウ 
Ａ３ 賞罰制度 ウ 

Ｂ 
マネジメント 

システム 

Ｂ１ 理念・行動指針 イ 
Ｂ２ マネジメントサイクル イ 
Ｂ３ 情報管理のしくみ（安全の実績・情報） イ 
Ｂ４ 人員配置と異動 イ 
Ｂ５ 管理者育成 イ 
Ｂ６ 協力業者管理（関連会社等） イ 
Ｂ７ お客様の評価 イ 

Ｃ 教育訓練制度 

Ｃ１ 採用・新人教育 ウ 
Ｃ２ 運転スキル、作業スキル訓練 ウ 
Ｃ３ 事故分析、再発防止教育 イ 
Ｃ４ ＫＹＴ、ヒヤリハット ウ 
Ｃ５ 小集団活動（班活動） ア 

Ｄ 現場管理 

Ｄ１ ルールの順守 イ 
Ｄ２ 日常点検・整備 イ 
Ｄ３ 整理、整頓、洗車、清掃 イ 
Ｄ４ 現場巡回指導（街頭指導） イ 
Ｄ５ 点呼・朝礼 ア 
Ｄ６ 身だしなみ、服装 イ 
Ｄ７ 挨拶、返事、報告 イ 
Ｄ８ 時間管理、生活管理 イ 
Ｄ９ 協力意識 イ 

※組織的安全マネジメントのチェックリスト（詳細）は、国土交通政策研究所のホームペ

ージから入手可能。検索エンジンで「国土交通政策研究所」と入力。“●研究会・アドバイ

ザー会議等”のページにある“運輸企業のための組織的安全マネジメント手法に関する調

査”「第 3 回アドバイザリー会議資料（平成２１年３月１７日）資料３」の郵送調査票参照。 
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写真１ 
車庫風景 

写真２ 
バックアイカメラ 
装着状況 

写真３ 
事務所内点呼場所風景 
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写真４ 
事務所内ＩＴ点呼装置 

写真５ 
事務所内掲示風景 
経営方針 

写真６ 
事務所内掲示風景 
安全方針 
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写真７ 
事務所内掲示風景 
品質方針 

写真８ 
事務所内掲示風景 
運輸安全マネジメント 
目標と実績 
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帳票類：自分ならこうする(配布版)資料（例）－1/4 
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帳票類：自分ならこうする(配布版)資料（例）－2/4 
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帳票類：班ミーティング用資料（例）－3/4 

帳票類：自分ならこうする(配布版)資料（例）－3/4 
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帳票類：自分ならこうする(配布版)資料（例）－4/4 
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帳票類：自分ならこうする（まとめ）資料（例）－1/4 
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帳票類：自分ならこうする（まとめ）資料（例）－2/4 
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帳票類：自分ならこうする（まとめ）資料（例）－3/4 
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帳票類：自分ならこうする（まとめ）資料（例）－4/4 

以上


